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第 24 回医療経済実態調査について 

 

 

○ 第 24 回調査の実施について 

第 24 回調査の実施に向けた調査設計に係る議論が必要であり、調査実施

小委員会を開催し、議論を開始することとしてはどうか。 

 

＜調査実施小委員会での議論の進め方（案）＞ 

◎ 事務局から主な論点を提示 

・ 調査項目の見直し（単月調査、新型コロナウイルス感染症 

  関連の調査項目等） 

・ 有効回答率の向上策 

◎ 議論を踏まえ、事務局から実施案等を提示 

 

＜スケジュール（案）＞ 

 

令和４年 10 月５日 

 

令和４年 10 月～ 

 

 

 

令和５年６月 

 

令和５年 11 月中旬 

○ 総会（調査実施に向けた検討） 

 

○ 調査実施小委（調査実施に向けた検討開始） 

 

（実施案等の提示・調査の内容の了承） 

 

○ 調査月 

 

○ 調査実施小委員会・総会（調査結果の報告） 

  

中 医 協  総 － ６ 

４ ． 1 0 ． ５ 

中 医 協  実 － １ 

４ ． 1 0 ． 2 6 
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（参考）医療経済実態調査について 

 

 

１ 調査目的等 

 ○ 「医療機関等調査」及び「保険者調査」の２調査で構成。 

 

 ○ 「医療機関等調査」・・・病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局にお

ける医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整

備することを目的とする。 

 

 ○ 「保険者調査」・・・医療保険の保険者の財政状況の実態を把握し、社会保

険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とする。 

 

 ○ 昭和 42 年から実施され、昭和 63 年の中央社会保険医療協議会全員懇談会の

申し合わせにより、２年に１度実施することとされている。 

 

 

２ 統計法上の位置づけ 

  統計法に規定する一般統計調査に該当し、あらかじめ総務大臣の承認を得る必

要がある。 

 



 

 

第 23 回医療経済実態調査（医療機関等調査）関係資料 

 

 

 

 

○第 23 回医療経済実態調査（医療機関等調査）の実施案・・・・・・２ 

 

 

 

○第 23 回医療経済実態調査（医療機関等調査）要綱・・・・・・・・６ 

 

 

 

○第 23 回医療経済実態調査（医療機関等調査）の層化方法等・・・・９ 

 

 

 

○第 23 医療経済実態調査（医療機関等調査）の調査項目・・・・・１０ 

中 医 協 実－１参考

４ ． １ ０ ． ２ ６ 
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第 23 回医療経済実態調査（医療機関等調査）の実施案 

 

第 23 回医療経済実態調査（医療機関等調査）については、前回調査をベースとしつ

つ、次の基本的な考え方に沿って実施する。 

 

１ 調査日程及び調査対象時期 

（１）調査日程 

① 調査票の配布 

  令和３年７月 

② 調査の回答期限 

  令和３年８月中旬とするが、柔軟に対応する。 

  ③ 報告時期 

    調査結果の報告時期については、前回同様を目標とする。 

（参考）第 22 回調査 令和元年 11 月 13 日（中医協総会・調査実施小委） 

 

（２）調査対象時期 

   令和３年３月末までに終了する直近２事業年（度）並びに令和元年、令和２年

及び令和３年の３ヶ年の６月について実施する。 

 

２ 調査対象及び抽出率 

（１）調査対象 

前回と同様とする。 

（参考）第 22 回調査 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療

所及び１月間の調剤報酬明細書の取扱件数が 300 件以上の保険薬局を対象と

する。 

ただし、開設者が医育機関（特定機能病院及び歯科大学病院は除く）である

もの、特定人のために開設されている閉鎖的なもの、感染症病床のみを有す

る病院、結核療養所、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院、刑務所・船内等

に設置される一般診療所及び歯科診療所は除外する。 

また、歯科併設の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所、巡回診療所

及び１月間の診療時間が 100 時間未満であると推定された医療機関は除外す

る。 

 

（２）抽出率 

前回と同様とする。 

  （参考）第 22 回調査 

病   院  １／３ 

（※特定機能病院、歯科大学病院、こども病院は１／１） 

一般診療所  １／20 

歯科診療所  １／50 

保険薬局   １／25 

中医協 総－３－５ 

３ ． ５ ． ２ ６ 
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３ 調査項目の主な変更点 

（１）病院において、「その他の収益」の内訳として、「（うち）新型コロナウイルス感

染症関連の補助金」を追加。（一般診療所、歯科診療所においては「その他医業収

益」の内訳、保険薬局においては「その他の薬局事業収益」の内訳） 

 

（２）病院、一般診療所について、新型コロナウイルス感染症患者の受入状況に関す

る項目を追加。病院について、重点医療機関・協力医療機関の指定状況に関する

項目を追加。一般診療所について、診察・検査医療機関の指定状況に関する項目

を追加。 

 

（３）保険薬局について、保険調剤の実態をより正確に把握する観点から、「医薬品等

費」の内訳として、「（うち）調剤用医薬品費」「（うち）一般用医薬品費」という項

目を追加。「その他の経費」の内訳として、「建物賃借料」という項目を追加。 

 

（４）保険薬局について、特定の保険医療機関との不動産の賃貸借関係の実態を把握

する観点から、「賃貸借関係がある場合、賃貸借している不動産の種類（土地・

建物か、それ以外か）」という項目を追加。 

 

（５）一般診療所、歯科診療所、保険薬局について、「資産・負債」の中で、「長期借

入金」の項目を追加。 

 

（６）単月の収益、費用について項目を追加。 

 

４ 集計項目 

（１）基本集計 

① 病院 

・ 集計１（医業・介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の施設） 

・ 集計２（調査に回答した全ての施設） 

② 一般診療所・歯科診療所・保険薬局 

・ 集計２（調査に回答した全ての施設） 
 

（２）機能別集計等 

・ 一般病院 加重平均による損益状況 

・ 病院機能別の損益状況 

・ 入院基本料別の損益状況 

・ 一般病院 病床規模別の損益状況 

・ 一般病院 100 床当たりの損益状況 

・ 療養病床 60％以上の一般病院の損益状況 

・ 療養病床を有しない病院の損益状況 

・ 在宅療養支援病院の損益状況 

・ 一般診療所 主たる診療科別の損益状況 
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・ 在宅療養支援診療所の損益状況 

・ 在宅療養支援歯科診療所の損益状況 

・ 保険薬局 後発医薬品割合別の損益状況 

・ 保険薬局 調剤報酬等の算定状況別の損益状況 

・ 保険薬局 店舗数別の損益状況 

・ 保険薬局 調剤基本料等別の損益状況 

・ 保険薬局 立地別の損益状況 

・ 院外処方率別の損益状況 

・ 地域別の損益状況 

・ 損益差額階級別施設数 

・ 最頻損益差額階級の損益状況 

・ 損益差額及び損益率の状況 

・ 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 

・ 資産・負債の状況 

・ キャッシュ・フローの状況 

・ 設備投資額の状況 

・ 税金の状況 

・ 損益率等の分布 

・ 収益と費用の 45 度分析 

・ 事業年（度）の分布 

・ 消費税課税対象費用等の状況 

・ ３月決算の施設の損益の状況 

・ 一般病院 重点医療機関・協力医療機関の損益の状況 

・ 一般病院 新型コロナウイルス感染症による入院患者の受け入れ状況別の

損益の状況 

・ 一般診療所 診療・検査医療機関の損益の状況 

・ 一般診療所 新型コロナウイルス感染症による患者の受け入れ状況別の損

益の状況 

・ 単月の損益状況 
 
（３）青色申告者（省略方式）の調査 

前回同様、調査票記入上の負担への配慮が必要と考えられる一般診療所及び歯

科診療所（ただし、個人立であって青色申告を行っているものに限る。）について、

青色申告決算書、付表等の税務申告上の数字を基礎として記入することにより、

調査票の記入項目を一部省略できる（回答者において選択する）こととする。 

ただし、全項目の記入が可能な場合には、できるだけ全項目の記入を促すこと

とする。 

 

５ その他 

（１）有効回答率の向上策 

① 回答意欲の喚起 

・ 診療側関係団体への協力依頼を引き続き実施。協力依頼の対象追加。 
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・ 回答のインセンティブを与えるため、調査票等と併せて、経営状況のフィ

ードバックの見本を送付。 

 

② 回答負担の軽減 

・ フォントやレイアウト等を工夫し、より見やすく記入しやすい調査票に変

更。 

・ 記入者負担の軽減や誤記入防止の観点から、電子調査票の利用を促進。 
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第 23回医療経済実態調査（医療機関等調査）要綱 

 

 

１ 調査の目的 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局における医業経営等の実態を明らか

にし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とする。 

 

２ 調査の内容 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局について、施設の概要、損益の状況、

従事者の人員及び給与の状況等の調査を行う。 

 

３ 調査の対象 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及

び 1月間の調剤報酬明細書の取扱件数が 300 件以上の保険薬局を対象とする。 

ただし、開設者が医育機関（特定機能病院及び歯科大学病院は除く）であるもの、

特定人のために開設されている閉鎖的なもの、感染症病床のみを有する病院、結核

療養所、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院、刑務所・船内等に設置される一般

診療所及び歯科診療所は除外する。 

また、歯科併設の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所、巡回診療所及び

１月間の診療時間が100時間未満であると推定された医療機関は調査対象から除外

する。 

 

４ 調査の客体及び抽出方法 

調査対象となる医療機関等から、それぞれ次の方法によって抽出した施設を調査

客体とする。 

 

(1) 病院 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1の層化は、ＤＰＣ対象病院の指定を受けている病院と指定を受けていな

い病院に分類し、この区分によって行う。 

ウ 第 2の層化は、介護療養施設サービス事業を行っている病院と行っていない

病院に分類し、この区分によって行う。 

エ 第 3 の層化は、病床数が 200 床以上、200 床未満に分類し、この区分によっ

て行う。 

オ 第 4の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。 

中 医 協 総－３－２ 

３ ． ５ ． ２ ６ 
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カ 第 5の層化は、全国の都道府県を次の 9の地域に分類し、この区分によって

行う。 

 

地 域 都  道  府  県 

北 海 道 

東   北 

関   東 

 

東   海 

北   陸 

近   畿 

中   国 

四   国 

九   州 

北海道 

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、

新潟、山梨、長野 

岐阜、静岡、愛知、三重 

富山、石川、福井 

滋賀、京都、奈良、大阪、兵庫、和歌山 

鳥取、島根、岡山、広島、山口 

徳島、香川、愛媛、高知 

福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、

沖縄 

キ 第 6 の層化は、全国を国家公務員の地域手当における級地区分の 7 区分とそ

の他の地域に分類し、この区分によって行う。 

ク 第 7 の層化は、一般病院（特定機能病院、歯科大学病院及び子ども病院を除

く）、精神科病院（許可病床のすべてが精神病床であるもの）別に開設者（国立、

公立、公的、医療法人、社会保険関係法人、その他法人、個人）ごとに分類し、

この区分によって行う。 

ケ 抽出率は、特定機能病院、歯科大学病院及び子ども病院については 1／1、そ

の他については 1／3とする。 

 

(2) 一般診療所 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1の層化は、入院患者の有無別に分類し、この区分によって行う。 

ウ 第 2の層化は、主たる診療科別に分類し、この区分によって行う。 

エ 第 3の層化は、介護療養施設サービス事業を行っている一般診療所と行って

いない一般診療所に分類し、この区分によって行う。 

オ 第 4の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。 

カ 第 5、第 6の層化は、病院と同じ地域分類（第 5、第 6層化）によって行う。 

キ 抽出率は 1／20 とする。 
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(3) 歯科診療所 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。 

ウ 第 2、第 3の層化は、病院と同じ地域分類（第 5、第 6層化）によって行う。 

エ 第 4 の層化は、常勤の歯科医師数を、1 人、2 人以上の区分に分類し、この

区分によって行う。 

オ 抽出率は 1／50 とする。 

 

(4) 保険薬局 

ア 層化無作為抽出法による。 

イ 第 1、第 2の層化は、病院と同じ地域分類（第 5、第 6層化）によって行う。 

ウ 第 3の層化は、開設者（個人、法人）の別に分類し、この区分によって行う。 

エ 抽出率は 1／25 とする。 

 

５ 調査主体 

中央社会保険医療協議会 

 

６ 調査の時期 

令和３年３月末までに終了する直近２事業年（度）の２年間並びに令和元年、令

和２年及び令和３年の３ヶ年の６月について実施する。 

 

７ 調査の事項 

調査票に掲げる事項とする。 

 

８ 調査の方法 

(1) 調査は、郵送方式及びホームページを利用した電子調査方式により行う。 

(2) 調査票の記入は、医療機関等管理者の自計申告の方法による。 

 

９ 結果の公表 

調査の結果については、中央社会保険医療協議会の議を経て、速やかに公表する。 
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調査の客体及び層化方法

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

社会保険による診療・
調剤を行っている全国
の病院

社会保険による診療・
調剤を行っている全国
の一般診療所

社会保険による診療・
調剤を行っている全国
の歯科診療所

１ヶ月の調剤報酬明細
書の取扱件数が３００
件以上の保険薬局

第１の層
化

ＤＰＣ対象病院の指定
の有無別に分類

入院患者の有無別に分
類

院外処方の有無別に分
類

全国の都道府県を９地
域に分類

第２の層
化

介護療養施設サービス
事業の有無別に分類

主たる診療科別に分類 全国の都道府県を９地
域に分類

全国を国家公務員の調
整手当における地域区
分の７地域とその他の
地域に分類

第３の層
化

病床数が２００床以
上、２００床未満に分
類

介護療養施設サービス
事業の有無別に分類

全国を国家公務員の調
整手当における地域区
分の７地域とその他の
地域に分類

開設者(個人・法人)の
別に分類

第４の層
化

院外処方の有無別に分
類

院外処方の有無別に分
類

常勤の歯科医師数を１
人、２人以上の区分に
分類

第５の層
化

全国の都道府県を９地
域に分類

全国の都道府県を９地
域に分類

第６の層
化

全国を国家公務員の調
整手当における地域区
分の７地域とその他の
地域に分類

全国を国家公務員の調
整手当における地域区
分の７地域とその他の
地域に分類

第７の層
化

一般病院（特定機能病
院、歯科大学病院及び
子ども病院を除く）、
精神科病院別に開設者
（国立、公立、公的、
医療法人、社会保険関
係法人、その他法人、
個人）ごとに分類

１／３ １／２０ １／５０ １／２５

特定機能病院、歯科大
学病院及び子ども病院
は１／１

抽　出　率

第２３回医療経済実態調査（医療機関等調査）の調査内容等

調 査 客 体

層
　
　
化
　
　
方
　
　
法

9



○：設問あり －：設問なし

（１）基本データ

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ ○ － －

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ －

○ － － －

－ ○ － －

－ － ○ －

○ ○ ○ －

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

○ ○ ○ ○

－ ○ ○ －

○ － － －

－ ○ － －

○ ○ － －

○ － － －

ユニット数

保険調剤
の状況

処方せん枚数

後発医薬品割合

記入項目の一部省略の有無（青色申告者）

消費税の経理方式

同一グループの保険調剤を行っている店舗数

立地状況

調剤基本料等の状況

複数の病院、診療所等の保有の有無

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数

調剤用備
蓄医薬品
品目数 後発医薬品品目数

注射薬

新型コロナウイルス感染症の院内感染の有無

新型コロナウイルス感染症入院患者等の受入実績

診療・検査医療機関の指定状況

重点医療機関・協力医療機関の指定状況

後発医薬品品目数

薬学管理
等の状況

居宅療養管理指導費（介護保険）の算定回数

処方せん料の算定（院外処方）の回数
処方の
状況

処方料の算定（院内処方）の回数

入院基本料等の状況

主たる診療科目

届け出ている在宅療養支援病院等の区分

直近の２
事業年
（度） 令和３年３月末までに終了した事業年（度）

休廃止等の状況

令和２年３月末までに終了した事業年（度）

内用薬

後発医薬品品目数

外用薬

調査事項一覧

病床の
状況

療養病床数

精神科病床数

結核病床数

感染症病床数

許可病床数合計

介護療養型医療施設分

開設者（開設主体）

一般病床数

介護療養型医療施設分

介護療養型医療施設分

10



○：設問あり －：設問なし

（２）－１損益（年度）

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

○ － － －

○ ○ ○ ○

－ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

介
護
収
益

施設サービス収益

居宅サービス収益

短期入所療養介護分

その他の介護収益

介護収益合計

調査事項一覧

医
業
収
益

（

保
険
薬
局
に
お
い
て
は
「

収
益
」
）

保険診療収益（患者負担含む）
（保険薬局においては「保険調剤収益（患者負担含
む）」）

○ ○

公害等診療収益
（歯科診療所においては「労災等診療収益」、
　保険薬局においては「公害等調剤収益」）

○ ○

その他の診療収益 ○ －

特別の療養環境収益

その他の医業収益
（保険薬局においては「その他の薬局事業収益」）

医業収益合計
（保険薬局においては「収益合計」）

新型コロナウイルス感染症関連の補助金
（従業員向けの慰労金を除く）
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○：設問あり －：設問なし

（２）－１損益（年度）

病院

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

控除対象外消費税等負担額

土地賃借料

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料を除く）

その他の費用

補助金・
負担金等

新型コロナウイルス感染症関連の補助金（従業員向けの慰労金を除
く）

医業・介護費用合計

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

医
業
・
介
護
費
用

材料費

医薬品費

診療材料費・医療消耗器具備品費

消費税課税対象費用

消費税課税対象費用

建物減価償却費

その他の医業・介護費用

設備機器賃借料

医療機器賃借料

経費

特定保険医療材料費

法定福利費

給食料材料費

給与費

通勤手当

委託費

設備関係費

調査事項一覧

税引後の総損益差額（総損益差額－税金）

総損益差額（損益差額＋その他の収益－その他の費用＋特別利益－特別損失）

住民税

法人税
税
金

事業税

特別
損益

特別利益

特別損失

その他の収益

設備費補助（新型コロナウイルス感染症関連を除く）

人件費補助・運営費補助（新型コロナウイルス感染症関連を除く）

減価償却費

医療機器減価償却費
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○：設問あり －：設問なし

（２）－１損益（年度）

一般診療所

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

事業税

控除対象外消費税等負担額

土地賃借料

建物減価償却費

法定福利費

その他の医業・介護費用

医療機器減価償却費

委託費

減価償却費

特定保険医療材料費

調査事項一覧

医薬品費

診療材料費・医療消耗器具備品費

税引後の総損益差額（損益差額－税金）

住民税

法人税

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

給食用材料費

医業・介護費用合計

設備機器賃借料

医療機器賃借料

医
業
・
介
護
費
用

給与費

通勤手当

税
金

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料を除く）
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○：設問あり －：設問なし

（２）－１損益（年度）

歯科診療所

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

調査事項一覧

医
業
・
介
護
費
用

給与費

通勤手当

法定福利費

医薬品費

歯科材料費

特定保険医療材料費

設備機器賃借料

医療機器賃借料

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料を除く）

控除対象外消費税等負担額

医業・介護費用合計

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

委託費

減価償却費

建物減価償却費

医療機器減価償却費

その他の医業・介護費用

土地賃借料

税引後の総損益差額（損益差額－税金）

税
金

法人税

住民税

事業税
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○：設問あり －：設問なし

（２）－１損益（年度）

保険薬局

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

建物賃借料 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○税引後の総損益差額（損益差額－税金）

一般用医薬品費

調剤用医薬品費

調査事項一覧

医薬品等費

特定保険医療材料費

税
金

法人税

住民税

事業税

委託費

控除対象外消費税等負担額

損益差額（収益合計＋介護収益合計－費用合計）

減価償却費

建物減価償却費

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料、建物賃借料を除く）

費用合計

費
用

給与費

通勤手当

法定福利費

調剤用機器減価償却費

その他の経費

土地賃借料

設備機器賃借料

調剤用機器賃借料
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○：設問あり －：設問なし

（２）－２損益（月次）

病院

○

○

○

○

○

○

○

給与費（賞与を除く） ○

賞与（１月あたりの額） ○

○

○

○

給与費

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

調査事項一覧

医
業
・
介
護
費
用

医業収益合計

介護収益合計

材料費（医薬品費含む）

材料費、給与費以外の費用

医業・介護費用合計

医
業
収
益

入院診療収益（患者負担含む）

特別の療養環境収益

外来診療収益（患者負担含む）

その他の医業収益
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○：設問あり －：設問なし

（２）－２損益（月次）

一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○

○

○ ○ －

○ ○ ○

○ ○ ○

給与費（賞与を除く） ○ ○ ○

賞与（１月あたりの額） ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

医業・介護費用合計
（保険薬局においては「費用合計」）

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）
（保険薬局においては「損益差額（収益合計＋介護収益合計－費用合計）」）

給与費、材料費以外の費用
（歯科診療所においては「給与費、歯科材料費以外の費用」、保
険薬局においては「給与費、医薬品等費以外の費用」）

医
業
・
介
護
費
用

（

保
険
薬
局
に
お
い
て
は
「

費
用
」
）

材料費（医薬品費含む）
（歯科診療所においては「歯科材料費」、保険薬局においては
「医薬品等費」）

医業収益合計
(保険薬局においては「収益合計」)

医
業
収
益

（

保
険
薬
局
に
お
い
て
は
「

収

益
」
）

給与費

－

その他の医業収益
（保険薬局においては「その他薬局事業収益」）

調査事項一覧

介護収益合計

○
(診療収益)

入院診療収益（患者負担含む）

外来診療収益（患者負担含む）
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○：設問あり －：設問なし

（３）給与

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

病院長
（一般診療所、歯科診療所においては「院長」、
　保険薬局においては「管理薬剤師」）

○ ○ ○ ○

医師 ○ ○ － －

歯科医師 ○ ○ ○ －

薬剤師 ○ ○ ○ ○

看護職員 ○ ○ － －

看護補助職員 ○ ○ － －

医療技術員 ○ ○ － －

歯科衛生士 ○ － ○ －

歯科技工士 ○ － ○ －

事務職員 ○ ○ ○ ○

その他の職員 ○ ○ ○ ○

役員 ○ ○ ○ ○

合計 ○ ○ ○ ○

調査事項一覧

常
勤
職
員

延
べ
人
員
、
給
料
合
計
、
賞
与
合
計
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○：設問あり －：設問なし

（４）資産・負債

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

長期借入金 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

（５）キャッシュ・フロー

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

業務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

投資活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

財務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

現金等の増加額（又は減少額） ○ － － －

現金等の期首残高 ○ － － －

現金等の期末残高 ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
」
を

作
成
し
て
い
る
場
合

「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
計
算
書
」
を
作

成
し
て
い
な
い
場
合

負
債

流動負債

固定負債

負債合計

調査事項一覧

資
産

流動資産

固定資産

繰延資産

資産合計
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○：設問あり －：設問なし

（６）設備投資額

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

リース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

リース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

リース分 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

調査事項一覧

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

設備投資額（土地を含む）

建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

医療機器

調剤用機器

医療情報システム用機器

20
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医療経済実態調査（医療機関等調査）に
係る主な論点

中 医 協 実 － ２

４ ． 1 0 ． 2 6

1



2

（１） 調査の在り方について

調 査 設 計

（２） 新型コロナウイルス感染症の影響の把握について

（３） 看護の処遇改善による効果の把握について

（４） 委託費や経費の把握について

（５） 薬局の機能に応じた経営状況の把握について

（６） 保険薬局における医薬品の備蓄状況の把握について

（７） 有効回答率（数）の向上について

検討すべき事項（案）

調 査 項 目

有 効 回 答 率
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〇 令和２年度の損益状況は、新型コロナウイルス感染症による影響が大きいこと等を踏まえて、

令和元年、令和２年、令和３年のいずれかの月について、収益項目と費用項目をできる限り簡素
化したうえで、追加調査を実施することについて、事務局から提案。

（※） 新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと思われる月単位の損益の状況についても、調査を行うことについて提案
をしたもの。

（参考）委員からの主な意見

○ 令和２年度の損益の状況のみでは、間違った解釈になる恐れがあるため、令和３年度以降の単月調査は実施するべき。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響については、単月調査を実施すれば、他の調査と併せて分析することで、コロナを受け入れている医療機関

の実態は把握できると思うが、コロナを受け入れていない医療機関への影響をどう把握するか整理しておくべき。

○ 単月調査は年度調査よりも回答負担が大きく、回答率も低くなることが予想され、分析や解釈が難しい恐れがある。

○ 追加調査は負担が大きく、実施することで既存の調査の回答率も減少する恐れがある。

○ 回答率が低いことが予想され、中途半端な回答結果となる恐れがある。回答率が低い場合には分析は行わないなど、取扱いについて検討し

ておくべき。

○ 実施するならば、回答負担を考慮して、調査項目は可能な限り簡素化するべき。

〇 単月調査を実施するか否かについては、令和３年２月１０日の中医協総会において、今後の新
型コロナウイルス感染症の発生状況を踏まえ、春頃を目処に決定することとされた。

○ 令和３年５月２６日の中医協総会の時点においても、新型コロナウイルス感染症は依然として
収束しておらず、医療機関をとりまく状況が日々大きく変化している中で、直近２事業年度分のみ
ではなく、できる限り直近のデータを把握することには意義があると考えられることから、単月調
査を実施することとした。

（１）調査の在り方について①（単月調査の経緯）

3



〇 単月調査の有効回答率については、以下のとおりであり、通常の年度調査に比べて低い
結果となった。

＜第２３回医療実態調査 単月調査の有効回答率＞
病院 ：３９．７％（年度調査：５２．８％）
一般診療所：３４．１％（年度調査：５４．８％）
歯科診療所：３５．１％（年度調査：５８．７％）
保険薬局 ：２９．５％（年度調査：４７．８％）

○ また、単月調査には

・年度調査と比較して、対象月における季節や個別の要因等の影響を受けやすいこと
・令和３年度の数値について、単月の数値が取れない項目については、代わりに令和２
年度の数値の1/12を用いていること 等

の課題があったところ。

○ これらの状況を踏まえ、次回調査における単月調査の実施について、どのように考える
べきか。
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（１）調査の在り方について②（単月調査の結果）



（１）調査の在り方について③（調査項目の簡素化）
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○ 新たな調査項目の追加については、調査回答施設の負担増となるところ。

○ 有効回答率向上の観点からも、調査項目の簡素化を図る必要がある。

○ 相対的に必要性の低い調査項目について、整理する必要があるのではないか。

○ その整理に当たっては、調査の継続性を維持する観点から、調査項目の内訳を対象として
はどうか。



（２）新型コロナウイルス感染症の影響の把握について
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〇 第２３回医療経済実態調査において、新型コロナウイルス感染症の影響を把握するため、
以下の調査項目を新設したところ。

＜共通＞
・新型コロナウイルス感染症関連の補助金

＜病院＞
・新型コロナウイルス感染症に関する重点医療機関・協力医療機関の指定状況
・これまでの新型コロナウイルス感染症入院患者等の受入実績
・これまでの新型コロナウイルス感染症の院内感染（クラスターの発生を含む）の有無

＜一般診療所＞
・新型コロナウイルス感染症に関する診療・検査医療機関の指定状況
・新型コロナウイルス感染症疑い患者の受入状況

○ 次回調査においても、引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響把握が必要となる一
方で、調査の簡素化の観点から一部を見直すこととしてはどうか。



（参考）第23回医療経済実態調査 調査票（抜粋）
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病院調査票

一般診療所調査票

第１ 基本データ

第１ 基本データ

第２－１ 損益（年度）

第２－１ 損益（年度）



（３）看護の処遇改善による効果の把握について
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○ 次回調査における病院の看護職員等に係る給与については、令和４年２月～９月まで実施
された看護職員等処遇改善事業補助金及び令和４年10月から新設された看護職員処遇改善
評価料の効果が想定されるところ。

○ 特に、令和４年２月～９月まで実施の看護職員等処遇改善事業補助金については、当該補
助金が「医業収益」に計上されない一方で、「医業・介護費用」の「給与費」には当該補助金に
基づく賃金改善分の費用が計上されることとなる。

○ 医療経済実態調査として、看護職員等の処遇改善による効果の把握についてどのよう
に考えるか。



（４）委託費や経費の把握について
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○ 現行の調査においては、委託費や経費（その他の医業費用、その他の経費）に係る調査項
目については、その費用や費目の内訳を把握していないところ。

＜委託費に含まれる費用＞
・検査、歯科技工、給食、寝具、洗濯、医療用廃棄物、医療事務、清掃、経理、警
備などについて委託をした場合及び派遣労働者を受け入れた場合の業務の対価と
しての費用

＜経費に含まれる費目＞
・福利厚生費 ・旅費交通費 ・職員被服費 ・通信費 ・広告宣伝費
・消耗品費 ・消耗器具備品費 ・会議費 ・光熱水費 ・保険料
・交際費 ・諸会費 ・租税公課 ・医業貸倒損失 ・貸倒引当金繰入額
・雑費

○ 昨今の物価変動の影響もあるなか、委託費や経費に係る調査項目についてどのように
考えるか。



（５）薬局の機能に応じた経営状況の把握について
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①地域連携薬局
（入退院時や在宅医療に他医療提供施設と連携して対応できる薬局として、

都道府県知事から認定された薬局）

②専門医療機関連携薬局
（がん等の専門的な薬学管理に他医療提供施設と連携して対応できる薬局として、

都道府県知事から認定された薬局）

③健康サポート薬局
（かかりつけ薬剤師・薬局の基本的な機能を有し、地域住民による主体的な健康の

維持・増進を積極的に支援する薬局として、都道府県知事等へ届け出た薬局）

○ 保険薬局については、これまでの店舗数ごとの経営状況に加え、上記の類型におけ
る経営状況を把握することについて、どのように考えるか。

○ 現行の調査においては、薬局の機能に応じた経営状況の把握は実施していないが、
薬機法においては、薬局の機能に応じて以下の類型が設けられているところ。



（６）保険薬局における医薬品の備蓄状況の把握について
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○ 調剤用備蓄医薬品品目数に加えて、一般用医薬品備蓄品目数を把握することについ
て、どのように考えるか。

○ 保険薬局調査票においては、基本データとして調剤用備蓄医薬品品目数を調査しているとこ
ろ。

○ 薬局の経営状態を把握するため、一般用医薬品（OTC医薬品）等の販売状況が参考になる
ことから、前回調査から一般用医薬品費を把握することとしているが、調剤用医薬品のように
備蓄品目数は調査対象とはなっていない。



（７）有効回答率（数）の向上について①（有効回答率の推移）

※病院は特定機能病院、歯科大学病院、こども病院を除く。
回答率 ＝ 回答施設数 ÷ 調査対象施設数
有効回答率 ＝ 有効回答施設数 ÷ 調査対象施設数 12

第２１回
（平成２９年）

第２２回
（令和元年）

第２３回
（令和３年）

病 院

調査対象施設数 2,581 2,482 2,305

回答施設数・回答率 1,591 （61.6%） 1,462 （58.9%） 1,426 (61.9%)

有効回答施設数・有効回答率 1,450 （56.2%） 1,323 （53.3%） 1,218 (52.8%)

一般診療所

調査対象施設数 3,220 3,212 3,114

回答施設数・回答率 2,036 （63.2%） 1,883 （58.6%） 2,026 (65.1%)

有効回答施設数・有効回答率 1,744 （54.2%） 1,704 （53.1%） 1,706 (54.8%)

歯科診療所

調査対象施設数 1,143 1,112 1,064

回答施設数・回答率 779 （68.2%） 698 （62.8%） 753 (70.8%)

有効回答施設数・有効回答率 654 （57.2%） 625 （56.2%） 625 (58.7%)

保険薬局

調査対象施設数 1,835 1,878 1,892

回答施設数・回答率 1,374 （74.9%） 1,188 （63.3%） 1,133 (59.9%)

有効回答施設数・有効回答率 1,090 （59.4%） 1,038 （55.3%） 904 (47.8%)

全 体

調査対象施設数 8,779 8,684 8,375

回答施設数・回答率 5,780 （65.8%） 5,231 （60.2%） 5,338 (63.7%)

有効回答施設数・有効回答率 4,938 （56.2%） 4,690 （54.0%） 4,453 (53.2%)
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医療経済実態調査
（医療機関等調査）

介護事業経営実態調査
障害福祉サービス等

経営実態調査

調査対象

病院、一般診療所、歯科診療所
及び１か月間の調剤報酬明細書
の取扱件数が300件以上の保険
薬局

全ての介護保険サービス（介護
保険施設、居宅サービス事業所、
地域密着型サービス事業所）

全ての障害福祉サービス等（障
害者支援施設、障害福祉サービ
ス事業所、障害児入所施設、障
害児通所支援事業所）

調査周期 ２年周期 ３年周期 ３年周期

調査時期 ６月※1 ５月 ６月

調査対象期間
直近の２事業年（度）の２年間の
状況を調査※1

直近の事業年（度）の１年間の
状況を調査

直近の事業年（度）の１年間の
状況を調査

調査方法 郵送＋電子調査 郵送＋電子調査 郵送＋電子調査

調査対象施設数 ８，３７５か所（Ｒ３年）※2 ３１，７７３か所（Ｒ２年） １６，６５７か所（Ｒ２年）

有効回答数 ４，４５３か所（Ｒ３年）※2 １４，３７６か所（Ｒ２年） ９，０６８か所（Ｒ２年）

有効回答率 ５３．２％（Ｒ３年）※2 ４５．２％（Ｒ２年） ５４．４％（Ｒ２年）

公表時期 調査年の１１月 調査年の １０月 調査年の１１月

抽出率

（Ｒ３年）

病院 １／３（特定機能病院、歯科大
学病院、こども病院は１／１）
一般診療所 １／２０
歯科診療所 １／５０
保険薬局 １／２５

（Ｒ２年）
介護老人福祉施設 １／４
訪問介護・通所介護 １／１０
居宅介護支援 １／２０等
サービスの種類により１／１～１／２０

（Ｒ２年）
行動援護 １／２
就労継続支援Ａ型 １／４
就労継続支援Ｂ型 １／２０ 等
サービスの種類により１／１～１／２０

※1 第23回調査では、調査を７月に実施の上、令和元年、令和２年及び令和３年のそれぞれ６月についても、月単位の損益の状況を調査した。
※2 特定機能病院、歯科大学病院、こども病院を除く。

（７）有効回答率（数）の向上について②（類似の実態調査との比較）



開設主体
調査
対象

施設数

調査
回答

施設数
回答率

有効
回答

施設数

有効
回答率

国立 30 22 73.3% 22 73.3%

公立 237 181 76.4% 172 72.6%

公的 75 48 64.0% 44 58.7%

社会保険関係 12 6 50.0% 6 50.0%

医療法人 1,636 935 57.2% 764 46.7%

個人 37 14 37.8% 10 27.0%

その他の法人 278 220 79.1% 200 71.9%

全体 2,305 1,426 61.9% 1,218 52.8%

開設主体
調査対象
施設数

調査回答
施設数

回答率
有効回答
施設数

有効
回答率

個人 1,395 875 62.7% 730 52.3%

医療法人 1,657 1,110 67.0% 949 57.3%

その他 62 41 66.1% 27 43.5%

全体 3,114 2,026 65.1% 1,706 54.8%

開設主体
調査対象
施設数

調査回答
施設数

回答率
有効回答
施設数

有効
回答率

個人 825 584 70.8% 485 58.8%

医療法人 235 167 71.1% 138 58.7%

その他 4 2 50.0% 2 50.0%

全体 1,064 753 70.8% 625 58.7%

開設主体
調査対象
施設数

調査回答
施設数

回答率
有効回答
施設数

有効
回答率

個人 82 47 57.3% 40 48.8%

法人 1,810 1,086 60.0% 864 47.7%

全体 1,892 1,133 59.9% 904 47.8%

【病院】 【一般診療所】

【歯科診療所】

【保険薬局】
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（７）有効回答率（数）の向上について③（開設主体別の有効回答率（令和３年医療経済実態調査））



※病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局の合計
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※督促等の際に非回答施設から寄せられた非回答理由を類型ごとに集計したもの（複数回答有）。

○ 非回答理由には、「業務多忙」、「新型コロナウイルス感染症の影響」、「調査内容が複雑」と
いったものが多い。

○ また、 「任意提出の調査には協力しない」 、「本部・本社の意向」といった調査に対して消極的
な意見もあった。

■非回答理由（令和３年医療経済実態調査）
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義
務
が
な
い

等
）

調
査
内
容
が
複
雑

管
理
者
等
の
都
合

（
高
齢
、
病
気
療
養

中
等
）

謝
金
が
な
い
、
調
査

費
用
が
か
か
る
（
会

計
士
へ
の
費
用
）

調
査
対
応
者
が
不
足

（
担
当
者
の
休
養
、

退
職
等
）

調
査
に
懐
疑
的
・
不

信
感

他
の
ア
ン
ケ
ー
ト
や

調
査
が
多
い

経
営
情
報
や
個
人
情

報
の
漏
洩
を
危
惧

本
部
・
本
社
の
意
向

そ
の
他
・
不
明
な
ど

病 院
（n=260）

166 98 30 11 20 1 17 5 10 2 2 60

一般診療
所

（n=367）
191 74 51 43 31 29 12 14 6 6 5 113

歯科診療
所

（n=82）
22 6 16 17 13 12 4 7 2 3 1 19

保険薬局
（n=40）

12 0 7 4 0 1 0 2 1 4 9 14

全 体
（n=749）

391 178 104 75 64 43 33 28 19 15 17 206

（７）有効回答率（数）の向上について⑤（非回答理由）



（７）有効回答率（数）の向上について⑥（調査内容・方法等についての意見・要望）

17※回答のあった調査票の自由記載欄のうち、調査内容・方法等についての意見・要望を類型ごとに集計したもの（複数回答有） 。

○ 回答施設からの調査内容・方法等についての意見・要望（自由記載欄）には、「多忙な中での
回答は困難」、「調査内容が難しいので簡素化してほしい」、「損益、資産・負債等を施設単位で
算出することが困難」といったものが多い。

○ また、新型コロナウイルス感染症対応で回答困難であるとの意見も多く見られた。

■調査内容・方法等についての意見・要望（令和３年医療経済実態調査）

多
忙
な
中
で
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回

答
は
負
担

調
査
内
容
が
難
し

い
の
で
簡
素
化
し

て
ほ
し
い

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
応
で
回
答
困

難 損
益
、
資
産
・
負

債
等
を
施
設
単
位

で
算
出
す
る
こ
と

が
困
難

細
か
い
調
査
項
目

の
算
出
が
困
難

行
政
間
や
他
調
査
と
の

情
報
共
有

診
療
報
酬
、
調
剤
報
酬

に
関
す
る
要
望
（
調
査

結
果
を
診
療
報
酬
等
に

反
映
し
て
欲
し
い
等
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調
査
時
期
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間
の
変
更

シ
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関
連
要
望

調
査
対
象
と
な
る

こ
と
に
不
満

調
査
目
的
（
項
目
を
含

め
て
）
の
明
確
化

そ
の
他

病 院
（n=191）

76 36 56 22 29 9 6 2 9 3 2 97

一般診
療所

（n=236）
93 71 55 15 9 21 11 13 6 8 6 131

歯科診
療所

（n=98）
17 54 4 3 6 10 1 3 0 2 3 58

保険
薬局

（n=139）
20 27 8 32 18 4 8 1 2 1 0 84

全 体
（n=664）

206 188 123 72 62 44 26 19 17 14 11 370



（７）有効回答率（数）の向上について⑦（回答意欲の喚起）
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【非回答・非有効回答の要因①】

○ 「任意提出の調査には協力しない」、「本部・本社の意向」など、回答に非協力的な施
設がある。

○ 「経営情報や個人情報の漏洩を危惧」、「調査対象となることに不満」など、調査自体に
不信感、不満感がある。

【これまでの取組】

○ 調査の意義を強調するため、医療機関等あての調査依頼文に「この調査の結果は、
社会保険診療報酬改定についての議論のための重要な基礎資料として活用」と記載。

○ 診療側関係の160団体に調査への協力を依頼。

○ 回答のインセンティブを与えるため、回答施設に対して当該施設の経営状況をフィード
バック。

○ 前回調査（第２３回）では、前々回調査(第２２回)の結果概要を、調査票等と併せて送
付。

○ 調査協力依頼文書と併せて回答施設に対するフィードバックの見本を送付する、関係
団体への調査協力依頼対象先を増やすといった取組を、引き続き、進めていくこととして
はどうか。



○ 前回調査で協力いただいた医療機関等には、事後に経営状況のフィードバックを行った。
○ 「回答いただければ経営状況のフィードバックを行う」ことを事前にお伝えすることにより回答率
の向上を図る。

【フィードバック見本】

19

(参考)経営状況のフィードバック見本
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【非回答・非有効回答の要因②】
○ 「業務多忙」、「調査内容が複雑」など、回答に係る負担が大きいために回答しない。

○ 回答する気はあるが、 「調査内容が難しいので簡素化してほしい」、「損益、資産・負債
等を施設単位で算出することが困難」などにより、詳細な項目まで記入できない。

【これまでの取組】
○ 調査票を簡素化するため、未活用の調査項目を削除。

○ 青色申告を行った個人立の一般診療所及び歯科診療所について、調査項目の一部の
記入を省略可能とした。

○ フォントやレイアウト等を工夫し、より見やすく記入しやすい調査票、分かりやすい記入
要領にするといった取組を実施した。

○ 調査票の簡素化を実施するとともに、調査票について、レイアウトの抜本的な見直しを
実施してはどうか。

（７）有効回答率（数）の向上について⑧（回答負担の軽減①）



(参考)調査票のレイアウト変更のイメージ

【第２３回調査票】 【第２４回調査票（案）】
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【これまでの取組】
○ 回答負担の軽減等の観点から、第15回調査から電子調査票（Excel版）の導入を開始し、

第22回調査から電子調査票（Web版）を導入した（自動計算等の入力補助機能は搭載
済。）。

○ 調査票に、電子調査票に関する利用案内を同封し、電子調査票の利用を促してきた。

調査対象施
設数

回答施設数 有効回答施設数

うち紙
調査票

うち電子
調査票

うち紙
調査票

うち電子
調査票

病 院 2,305 1,426 354
（24.8%）

1,072
（75.2%）

1,218 227
（18.6%）

991
（81.4%）

一般診療所 3,114 2,026 1,039
（51.3%）

987
（48.7%）

1,706 834
（48.9%）

872
（51.1%）

歯科診療所 1,064 753 414
（55.0%）

339
（45.0%）

625 343
（54.9%）

282
（45.1%）

保険薬局 1,892 1,133 367
（32.4%）

766
（67.6%）

904 278
（30.8%）

626
（69.2%）

全 体

[令和元年調査]

8,375 5,338
（63.7%）

2,174
（40.7%）

3,164
（59.3%）
[49.3%]

4,453
（53.2%）

1,682
（37.8%）

2,771
（62.2%）
[49.6%]

■電子調査票による回答の状況（令和３年医療経済実態調査）

22

○ 原則、電子調査票による提出であることや、そのメリットを周知するなど、引き続き、電
子調査票の利用を促進していくこととしてはどうか。

（７）有効回答率（数）の向上について⑨（回答負担の軽減②）



○ 第１８回調査において、病院及び一般診療所における抽出率を以下のとおり変更したと
ころ。

病院 ： １／５ → １／３
一般診療所 ： １／２５ → １／２０

○ 財政制度等審議会からは、医療経済実態調査における「サンプル数の少なさ」が
指摘されている。

23

○ 次回調査における対象施設の抽出率について、どのように考えるか。

（現行の抽出率）
・病 院 １／３ （※特定機能病院、歯科大学病院、こども病院は１／１）
・一般診療所 １／20
・歯科診療所 １／50
・保険薬局 １／25

（７）有効回答率（数）の向上について⑩（抽出率）
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イ）医療経済実態調査

令和４年度（2022 年度）診療報酬改定に向けて、11 月24 日に、病院、一般診療所、歯科診療所及び
保険薬局における医業経営等の実態を明らかにすることを目的とした「医療経済実態調査」（以下、「実
調」という）が診療報酬改定に向けた基礎資料として公表された28。しかし、調査対象期間中の新型コロ
ナの感染拡大の影響が大きく、前回の令和２年度（2020年度）診療報酬改定の影響を他と切り分けて把
握することは困難である。今回の調査では医療機関の経営の安定ぶりがうかがえるものの29、今まで述
べたような補助金を含めた医療機関の足もとの医業収入の状況をとらえきれているかも疑問がある。年
度末までの各診療行為のミクロの点数や算定要件の改定に向けては、そもそも主たる診療科別などの
サンプル数が少ない実調において、どのように改定の参考としていけるのか更に疑問が大きい。サンプ
ル数の少なさに加え、サンプルが調査の度に入れ替わり経年的な把握が困難であり、サンプルバイアス
なども指摘されている実調については、診療報酬改定を担当する当局が所管・実施している点を含め、
透明性を高め、統計的に有意なものにしていくべく、在り方の抜本的な見直しが必要である30。〔資料Ⅱ
－１－13 参照〕

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
28 令和３年度（2021 年度）の実調では、①令和３年（2021 年度）３月末までに終了する直近２事業年（度）の年度調査、②令和元年（2019 年）、２年
（2020 年）、３年（2021 年）の３ヶ年の６月の単月調査が公表された。

29 一般病院（医療法人）の損益率について、新型コロナ関連の補助金込みで、令和元年度（2019 年度）1.8％から令和２年度（2020 年度）2.3％に改善し
ている。また、新型コロナ関連の補助金を抜いた数字で、令和２年（2020 年）６月の単月調査の▲1.3％から、令和３年（2021年）６月の単月調査では
0.5％へと改善している。この値は新型コロナ患者等の受入れ病床を割り当てられていない医療機関においては2.9％と更に安定した経営状況がうかが
える。一般診療所（医療法人）の損益率について、新型コロナ関連の補助金込みで、令和元年度（2019 年度）6.5％、令和２年度（2020 年度）4.2％と安定
した値となっているほか、新型コロナ関連の補助金を抜いた数字で、令和２年（2020 年）６月の単月調査の3.1％から、令和３年（2021 年）６月の単月調
査では8.3％へと改善している。個別の診療科をみても、小児科は15.6％、皮膚科は17.3％となっている。また、診療・検査医療機関に指定されていない
診療所においては9.9％と更に安定した経営状況がうかがえる。

30 「主たる診療科」別に利益率の経年推移を実調と全医療法人が提出している事業報告書（損益計算書等）のデータを比較すると、実調の結果が事業
報告書のデータと乖離しており、実調には、客体数が非常に少ないことによる偶然的な結果の振れや調査客体群が毎回異なる限界が一つの背景と
なって、全体でみても主たる診療科別にみても、利益率の経年変化状況が実調と実態とで経常的に大きく異なっているという分析がある（荒井耕、古井
健太郎「『主たる診療科』別の診療所損益把握の改善必要性」社会保険旬報9 月21 日）。〔資料Ⅱ－１－14 参照〕

（参考）令和４年度予算の編成等に関する建議（令和３年12月3日・財政制度等審議会）



※直近２事業年度を調査

【有効回答率等に関する主な議論】

・損益は施設単位で算出できると思うが、資産・負債、税金等は施設単位での算出が困難な
場合がある。損益は施設単位で、資産・負債、税金等は法人単位で調査してはどうか

・費用項目の按分について、記入要領で丁寧に説明してほしい

・記入要領で丁寧に説明するほど、記入要領の記載が大量になって、回答者の負担になる可
能性がある

【主な取組、前回調査からの変更点等】

・病院、一般診療所の病床数、歯科診療所のユニット数、保険薬局の処方せん枚数について、
調査対象を直近２事業年度分に変更

・保険薬局について、調剤基本料等の状況、立地状況を追加
・一般診療所について、給食用材料費を追加
・回答に係る負担を軽減するため、未活用の調査項目を削除・統合

第２１回（平成２９年）
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（参考）有効回答率（数）に関するこれまでの議論・取組



※直近２事業年度を調査

【有効回答率等に関する主な議論】

・回答のインセンティブとして行っているフィードバックについて、施設の経営状況を一般的
な経営指標と比較しどうかといった見える化をしてはどうか

・有効回答率を上げる方策に手詰まり感も見え、調査手法をブラッシュアップすることは当
然であるが、現在の手法を基本に厚労科研等でじっくりと研究してはどうか。また、調査を
補完するため、医療法人の事業報告書等を活用する方法が考えられるのではないか。

【主な取組、前回調査からの変更点等】
（回答意欲の喚起）
・第２１回調査の結果の概要を、調査票等と併せて送付

・回答のインセンティブを与えるため、回答施設に対して当該施設の経営状況を分かりや
すくフィードバック

（回答負担の軽減）
・フォントやレイアウト等を工夫し、より見やすく記入しやすい調査票に変更
・電子調査票について、今までのExcel版（HP上でアップロードもしくはメール提出）
に加えて、Web版（Web上で回答）を導入した

（調査項目）
・消費税にかかる費用について、より詳細に把握するための調査項目を追加

第２２回（令和元年）
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（参考）有効回答率（数）に関するこれまでの議論・取組



※直近２事業年度及び令和元年、令和２年及び令和３年のそれぞれ
６月についても、月単位の損益の状況を調査

【有効回答率等に関する主な議論】

・調査の正確性を高めるために、有効回答率の向上が大事。調査項目の追加については、
回答率とのバランスを考えるべき。

・新型コロナウイルス感染症による影響で都道府県毎の回答率のバラツキが更に大きくな
ることに留意するべき。

【主な取組、前回調査からの変更点等】
（回答意欲の喚起）
・診療側関係団体への協力依頼を引き続き実施。協力依頼先の追加。
・回答のインセンティブを与えるため、調査票等と併せて、経営状況のフィードバックの
見本を送付。

（回答負担の軽減）
・フォントやレイアウト等を工夫し、より見やすく記入しやすい調査票に変更。
・記入者負担の軽減や誤記入防止の観点から、電子調査票の利用を促進。
（調査項目）
・令和元年、令和２年及び令和３年のそれぞれ ６月について、月単位の損益の状況を調
査を実施。

・新型コロナ感染症関係の調査項目（重点医療機関等の種別、補助金など）を追加。

・保険薬局について、「医薬品等費」の内訳項目及び特定の保険医療機関との不動産の
賃貸借関係がある場合における、賃貸借している不動産の種類を問う項目の追加。

第２３回（令和３年）
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（参考）有効回答率（数）に関するこれまでの議論・取組



⑧ 医療法人の事業報告書等の活用や医療法人の経営情報のデータベースとの関連について

28

○ 事業報告書等は、
・ 医療法人全体の損益を把握できる。
・ 都道府県に提出されているため、収集できれば抽出率を高めることができる。
・ 時系列での比較ができる。

ということから、医療経済実態調査を補完するものとして、事業報告書等を活用すること
が考えられるか議論をしてきた。

○ 一方で、事業報告書等の調査結果の具体的な活用方法や、データ収集・集計等に一
定の作業や経費を要すること等も踏まえる必要があり、引き続き検討を行うことした。

○ 公的価格検討委員会においては、「医療法人等の経営状況について、分析が容易に
なるよう、デジタル化とデータベース化に向けた取組を着実に推進する。」とされてる。

○ 現在、「医療法人の経営情報のデータベースの在り方に関する検討会」において、「医療法
人の経営情報のデータベース」について、検討が開始されたところ。

○ 当該検討会における動向を注視しつつ、引き続き検討を行うこととしてはどうか。

【調査実施小委員会におけるこれまでの議論】



（参考）医療法人の経営情報のデータベースの在り方に関する検討会
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2021年4月1日

医療経済実態調査（保険者調査）について

1

中医協 実－３－１

４ ． 1 0 ． 2 6



保険者調査の概要

2

医療保険の保険者の財政状況の実態を把握し、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とし、

次の２種類の調査を行っている。

• 調査対象：各医療保険制度の各保険者（悉皆調査）

• 調査項目：被保険者数、標準報酬月額、保険給付等に関する状況、

決算収支状況、保険料率及び財産の状況等

• 調査方法：各保険者等の事業報告、決算報告及び財務諸表等を集計

決算事業状況に関する調査

• 調査対象：組合管掌健康保険及び共済組合の各保険者（悉皆調査）

• 調査項目：土地に関する施設の種類、面積、帳簿価格等及び

直営保養所・保健会館に関する施設の種類、建物の状況、利用状況等

• 調査方法：厚労省より郵送及びメールにより調査票を業者委託により送付し、

紙（郵送、FAX）または電子（e-Gov、メール）により回答

土地及び直営保養所・保健会館に関する調査



保険者調査の重点化について

3

• 保険者調査においては、「決算事業状況に関する調査」（以下、「決算調査」という。）と「土地及び直

営保養所・保健会館に関する調査」（以下、「土地建物調査」という。）の２種類の調査を行っている。

• 決算調査については、制度間の収支状況などを把握するための重要な基礎資料となっている。

また近年では、制度全体での状況のみならず、報酬、保険料率、準備金等の保険者間の格差について重要

度が増しており、より詳細な分析が求められていると考えられる。

• 一方、土地建物調査については、昨今の状況として、土地建物の保有組合数は減少傾向。

また、直近では横ばい傾向にあり、大きな変動がない。

※土地建物保有組合数

2000年度末 健康保険組合745（全体の約５０％） 共済組合25（全体の約３２％）

2020年度末 健康保険組合322（全体の約２３％） 共済組合17（全体の約２０％）

現状

• 保険者調査については、決算調査及び土地建物調査を一本化し、現状の制度別の収支分析だけでなく、保

険者ごとの報酬、保険料率や収支状況などについて総合的な分析を行うなど、決算状況の分析に重点を置

いたものとすることについてどう考えるか。

検討事項



（参考）土地建物調査の近年の動向

保有組合数は減少、近年は横ばい傾向。
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第２３回 医療経済実態調査（保険者調査） 要綱 

 
１．調査の目的 

 医療保険の保険者の財政状況の実態を把握し、社会保険診療報酬に関する基礎資

料を整備することを目的とする。 

 

２．調査の対象 

２０２０年度末における全国健康保険協会管掌健康保険、組合管掌健康保険、船

員保険、共済組合、国民健康保険及び後期高齢者医療制度の各保険者等を調査対象

とする。 

 

３．調査主体 

  中央社会保険医療協議会 

 

４．調査の時期 

２０２１年６月 

 

５．調査の種類及び調査事項 

  調査の種類及び調査事項は次のとおりとする。 

（１）決算事業状況に関する調査 

    被保険者数、保険給付等に関する状況、決算収支状況及び財産の状況等につ

いて調査する。（別紙１参照） 

（２）土地及び直営保養所・保健会館に関する調査 

    土地に関する施設の種類、面積、帳簿価格等及び直営保養所・保健会館に関

する施設の種類、建物の状況、利用状況等について調査する。（別紙２参照） 

 

６．調査の方法 

（１）上記５の（１）については、２０１９，２０２０年度分の各保険者等の事業

報告、決算報告及び財務諸表等から調査する。 

（２）上記５の（２）については、組合管掌健康保険及び共済組合の各保険者が２

０２０年度末現在で調査票を作成し、提出する。 

 

７．提出期限 

２０２１年８月３１日 
 

８．結果の公表 

この調査の集計結果は、中央社会保険医療協議会の議を経て、速やかに公表する。 

中医協 実－３－２ 

４ ． １ ０ ． ２ ６ 
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別紙１ 

保険者調査（決算事業状況に関する調査）の調査事項  

 全 国 健 康 保 険 協 会 健 康 保 険 組 合 船  員  保  険 共  済  組  合 国 民 健 康 保 険 後  期  高  齢  者  医  療 

調 

 

 

    

査 

 

 

  

事 

 

 

  

項 

１．適用状況 

（2019、2020 年度末） 

（１） 被保険者数、被扶

養者数及び平均

年齢 

（２） 平均標準報酬月

額及び標準賞与

額 

 

２．保険給付状況 

（2019、2020 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

 

３．収入支出決算額 

 （2019、2020 年度） 

 

 

 

４．保険料率及びその負

担割合 

（2019、2020 年度） 

  

１．適用状況 

（2019、2020 年度末） 

（１） 被保険者数、被扶

養者数及び平均 

年齢  

（２） 平均標準報酬月 

額及び標準賞与 

額  

 

２．保険給付状況 

（2019、2020 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

 

３．収入支出決算額 

（2019、2020 年度） 

 

 

 

４．保険料率及びその負

担割合 

（2019、2020 年度） 

 

 

１．適用状況 

（2019、2020 年度末） 

（１） 被保険者数、被扶

養者数及び平均

年齢 

（２） 平均標準報酬月

額及び標準賞与

額 

 

２．保険給付状況 

（2019、2020 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

 

３．収入支出決算額 

（2019、2020 年度） 

 

 

 

４．保険料率及びその負 

担割合 

（2019、2020 年度） 

  

１．適用状況 

（2019、2020 年度末） 

（１） 組合員数、被扶 

養者数及び平均 

年齢 

（２） 平均標準報酬月 

額及び標準賞与 

額 

 

２．短期給付状況 

（2019、2020 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

 

３．収入支出決算額 

（2019、2020 年度） 

 

 

 

４．保険料率及びその負

担割合 

（2019、2020 年度） 

 

 

１．適用状況 

（2019、2020 年度末） 

（１） 被保険者数及び

平均年齢 

 

 

 

 

 

２．保険給付状況 

（2019、2020 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

 

３．収入支出決算額 

（2019、2020 年度） 

 

 

 

４．保険料額 

（2019、2020 年度） 

 

１．適用状況 

（2019、2020 年度末） 

（１） 被保険者数及び

平均年齢 

 

 

 

 

 

２．保険給付状況 

（2019、2020 年度） 

（１） 診療種別の状況 

 

 

 

３．収入支出決算額 

  （2019、2020 年度） 

 

 

 

４．保険料額 

 （2019、2020 年度） 

 

注：調査事項には経常収支以外の積立金等の異動に係るものを含む。 
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別紙２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　療　経　済　実　態　調　査　　保　険　者　調　査　票
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（  2 0 2 0 年 度 末 現 在 ） 厚　　生　　労　　働　　省　　

中   央   社   会   保   険   医   療   協   議   会　

１　土 地 に 関 す る 事 項 
固 定 資 産 税 評 価

名        称 所   在   地 地     目 面        積 取  得  価  格 帳  簿  価  格 評     価     額 時 価 評 価 額 方 法 備　　考
 （　㎡　） （千円） （千円） （千円） （千円） ※

都
道
府
県

市
区
町
村

年 月 日 年 月

都
道
府
県

市
区
町
村

年 月 日 年 月

都
道
府
県

市
区
町
村

年 月 日 年 月

都
道
府
県

市
区
町
村

年 月 日 年 月

都
道
府
県

市
区
町
村

年 月 日 年 月

※該当項目にチェックをいれてください。なお、調査票を紙で提出する場合には、該当項目の番号を○で囲んでください。

保 険 者 名

施  設  の  種  類※
評    価

取　得　年　月　日
年    月

統計法に基づく国

の統計調査です。

調査票情報の秘密

の保護に万全を期

します。

西暦

西暦

西暦

西暦

西暦

西暦

西暦

西暦

西暦

西暦

1 病院・診療所
2 老人保健施設
3 直営保養所
4 体育館・体育施設
5 保健会館
6 施設なし

１

２

３

1 病院・診療所
2 老人保健施設
3 直営保養所
4 体育館・体育施設
5 保健会館
6 施設なし

1 病院・診療所
2 老人保健施設
3 直営保養所
4 体育館・体育施設
5 保健会館
6 施設なし

1 病院・診療所
2 老人保健施設
3 直営保養所
4 体育館・体育施設
5 保健会館
6 施設なし

1 病院・診療所
2 老人保健施設
3 直営保養所
4 体育館・体育施設
5 保健会館
6 施設なし

１

２

３

１

２

３

１

２

３

１

２

３
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　　　　　　　　　　　　　　　医　療　経　済　実　態　調　査　　保　険　者　調　査　票

中   央   社   会   保   険   医   療   協   議   会　

保 険 者 名

２　直営保養所・保健会館に関する事項 
建     物     の     状     況 　２　０　２　０  年  度  の  状  況

建  築  面  積
（㎡）

延  べ  面  積
（㎡）

帳  簿  価  格
（千円）

利  用  者  数
(延人）

総   収   入
（千円）

総   支   出
（千円）

都
道
府
県

市
区
町
村

都
道
府
県

市
区
町
村

都
道
府
県

市
区
町
村

都
道
府
県

市
区
町
村

都
道
府
県

市
区
町
村

都
道
府
県

市
区
町
村

※該当項目にチェックをいれてください。なお、調査票を紙で提出する場合には、該当項目の番号を○で囲んでください。

施 設 の 種 類※ 名         称 所         在         地 備    考

1 直営保養所

2 保健会館

1 直営保養所

2 保健会館

1 直営保養所

2 保健会館

1 直営保養所

2 保健会館

1 直営保養所

2 保健会館

1 直営保養所

2 保健会館

4
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第２３回医療経済実態調査 （保険者調査） 報告

－　令和３年　実施　－

中央社会保険医療協議会

令 和 ３ 年 １ １ 月

FSTEH
テキスト ボックス
　中医協　実－３－３
　４ ． １ ０ ． ２ ６




（１）令和元年度

 ① 収支状況 （億円）
健康保険 共済組合 国保 後期高齢者

協会けんぽ 組合健保 国共済 地共済 私学共済 市町村国保 国保組合 医療制度
保険料 95,939 82,437 312 5,503 16,079 2,876 23,888 4,916 12,949 244,899
国庫負担 12,113 27 29 - - - 31,080 2,598 51,060 96,906
都道府県負担 - - - - - - 10,486 47 15,319 25,852
市町村負担 - - - - - - 6,271 - 13,449 19,720
後期高齢者交付金 - - - - - - - - 64,932 64,932
前期高齢者交付金 - 1 - - - - 34,988 44 - 35,034
退職交付金 - - - - - - 37 - - 37
その他 607 1,172 1 31 1,173 21 126,043 199 288 129,535
合計 108,659 83,637 343 5,534 17,252 2,897 232,792 7,804 157,998 616,915
保険給付費 63,668 41,178 204 2,688 8,570 1,522 87,353 4,553 157,447 367,182
後期高齢者支援金 20,999 19,773 71 1,546 4,032 715 15,886 1,686 - 64,708
前期高齢者納付金 15,246 14,550 29 1,050 3,004 433 64 570 - 34,946
退職拠出金 2 18 0 0 0 0 - 0 - 21
その他 3,383 5,619 7 9 1,127 29 129,011 847 868 140,901
合計 103,298 81,139 311 5,293 16,733 2,699 232,314 7,657 158,314 607,757

経常収支差　　Ａ 5,361 2,498 32 241 519 198 479 147 ▲317 9,158
（参考）30年度決算 5,930 3,052 33 246 502 83 1,677 312 ▲10 11,825

経常外収入 38 3,224 - - - - - - - 3,262
経常外支出 - 1,340 - - - - - - - 1,340
経常外収支差　Ｂ 38 1,883 - - - - - - - 1,921
総収支差　Ｃ=Ａ+Ｂ 5,399 4,382 32 241 519 198 479 147 ▲317 11,079

（参考）30年度決算 5,948 4,728 33 246 502 83 1,677 312 ▲10 13,520
その他　　　　Ｄ - ▲336 - - - - - - - ▲336

 ② 積立金等の状況
前年度末積立金等 28,521 52,687 326 2,641 6,723 799 3,657
当年度末積立金等 33,920 56,732 358 2,882 7,242 997 3,340
増減 5,399 4,046 32 241 519 198 ▲317
（参考）　Ｃ＋Ｄ 5,399 4,046 32 241 519 198 ▲317

（注１）端数の関係上、合計及び収支差がずれることがある。

（注２）前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び退職拠出金等については、当年度概算額と前々年度精算額を加えたものとなっており、令和元年度の実績に基づく精算は

　　　　令和３年度に行われる。

（注３）協会けんぽ及び船員保険は全国健康保険協会の会計と国の特別会計を合算した数値が計上されている。

（注４）協会けんぽの経常外収入については、平成30年度末業務勘定剰余金が令和元年度決算に計上されている。

（注５）組合健保については、経常収入に調整保険料収入及び財政調整事業交付金を、経常支出に財政調整事業拠出金を算入すると、経常収支差は3,738億円になる。また、令和元年度末に存在した

　　　　健康保険組合の収支状況を集計しており、「その他 Ｄ」は令和元年度中に解散した健康保険組合に係る積立金の減少等である。

（注６）船員保険の経常収入及び経常支出には、職務上の給付及び災害保健福祉に係る給付が含まれない。また、経常収入に準備金戻入を算入すると、経常収支差は48億円になる。

（注７）市町村国保は、市町村の国保特別会計と都道府県の国保特別会計の合計額である。市町村国保の経常収入には、決算補てん等のための市町村一般会計の法定外繰入が含まれている。

　　　　また、市町村国保の「その他」には、市町村と都道府県の特別会計間での出納にかかる額及び市町村における国庫支出金等の前年度精算額が含まれる。

（注８）国保及び後期高齢者医療制度について、翌年度に精算される国庫負担等の額を調整している。

（注９）積立金等には繰越金を含む。また、国保の積立金については、介護が一体のものとなっており、医療分として区分されていないため計上していない。

　　　（令和元年度の国保全体（都道府県と市町村の合計）としての積立金は、市町村国保10,722億円、国保組合4,200億円である。）

１．決算状況

船員保険 合計

経
常
収
入

経
常
支
出

 １



（２）令和２年度　－速報－

 ① 収支状況 （億円）
健康保険 共済組合 国保 後期高齢者

協会けんぽ 組合健保 国共済 地共済 私学共済 市町村国保 国保組合 医療制度
保険料 94,618 81,841 304 5,453 16,338 2,935 23,385 4,916 13,783 243,574
国庫負担 12,739 27 29 - - - 30,445 2,567 50,225 96,033
都道府県負担 - - - - - - 10,136 46 15,226 25,407
市町村負担 - - - - - - 5,842 - 13,179 19,021
後期高齢者交付金 - - - - - - - - 62,786 62,786
前期高齢者交付金 - 1 - - - - 36,250 49 - 36,300
退職交付金 - - - - - - ▲73 - - ▲73
その他 257 1,087 1 ▲95 1,055 20 121,184 211 286 124,006
合計 107,614 82,956 334 5,358 17,394 2,956 227,170 7,789 155,484 607,055
保険給付費 61,870 39,065 196 2,569 8,351 1,481 83,971 4,358 153,263 355,123
後期高齢者支援金 21,320 20,061 71 1,553 4,150 725 15,589 1,704 - 65,172
前期高齢者納付金 15,302 15,391 28 1,059 3,368 464 28 590 - 36,230
退職拠出金 1 5 0 0 0 0 - 0 - 6
その他 2,974 5,483 7 7 1,028 29 124,172 812 886 135,398
合計 101,467 80,004 302 5,188 16,898 2,698 223,759 7,464 154,150 591,929

経常収支差　　Ａ 6,147 2,952 32 170 496 258 3,410 325 1,335 15,125
（参考）元年度決算 5,361 2,498 32 241 519 198 479 147 ▲317 9,158

経常外収入 36 3,061 - - - - - - - 3,097
経常外支出 - 1,344 - - - - - - - 1,344
経常外収支差　Ｂ 36 1,717 - - - - - - - 1,753
総収支差　Ｃ=Ａ+Ｂ 6,183 4,669 32 170 496 258 3,410 325 1,335 16,878

（参考）元年度決算 5,399 4,382 32 241 519 198 479 147 ▲317 11,079
その他　　　　Ｄ - ▲167 - - - - - - - ▲167

 ② 積立金等の状況
前年度末積立金等 33,920 56,732 358 2,882 7,242 997 3,340
当年度末積立金等 40,103 61,235 390 3,053 7,738 1,254 4,675
増減 6,183 4,503 32 170 496 258 1,335
（参考）　Ｃ＋Ｄ 6,183 4,503 32 170 496 258 1,335

（注１）各制度の決算見込み等による速報値であるため、数値は変わり得る。

（注２）端数の関係上、合計及び収支差がずれることがある。

（注３）前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び退職拠出金等については、当年度概算額と前々年度精算額を加えたものとなっており、令和２年度の実績に基づく精算は

　　　　令和４年度に行われる。

（注４）協会けんぽ及び船員保険は全国健康保険協会の会計と国の特別会計を合算した数値が計上されている。

（注５）協会けんぽの経常外収入については、令和元年度末業務勘定剰余金が令和２年度決算に計上されている。

（注６）組合健保については、経常収入に調整保険料収入及び財政調整事業交付金を、経常支出に財政調整事業拠出金を算入すると、経常収支差は4,307億円になる。また、令和２年度末に存在した

　　　　健康保険組合の収支状況を集計しており、「その他 Ｄ」は令和２年度中に解散した健康保険組合に係る積立金の減少等である。

（注７）船員保険の経常収入及び経常支出には、職務上の給付及び災害保健福祉に係る給付が含まれない。また、経常収入に準備金戻入を算入すると、経常収支差は48億円になる。

（注８）市町村国保は、市町村の国保特別会計と都道府県の国保特別会計の合計額である。市町村国保の経常収入には、決算補てん等のための市町村一般会計の法定外繰入が含まれている。

　　　　また、市町村国保の「その他」には、市町村と都道府県の特別会計間での出納にかかる額及び市町村における国庫支出金等の前年度精算額が含まれる。

（注９）国保及び後期高齢者医療制度について、翌年度に精算される国庫負担等の額を調整している。

（注10）積立金等には繰越金を含む。また、国保の積立金については、介護が一体のものとなっており、医療分として区分されていないため計上していない。

　　　（令和２年度の国保全体（都道府県と市町村の合計）としての積立金は、市町村国保13,149億円、国保組合4,415億円である。）
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（１）令和元年度

後期高齢者
協会けんぽ 組合健保 国共済 地共済 私学共済 市町村国保 国保組合 医療制度

保険者数 1 1,388 1 20 64 1 1,716 162 47 3,400
被保険者数（万人） 2,480 1,635 6 109 288 59 2,660 273 1,803 9,313
被扶養者数（万人） 1,566 1,249 6 105 258 35 ・　 ・　 ・　 3,218
　扶養率 0.63 0.76 1.02 0.97 0.90 0.58 ・　 ・　 ・　 ・　
被保険者平均年齢 45.5 43.0 46.9 41.6 42.5 43.0 53.6 40.0 82.5 ・　
加入者平均年齢 38.1 35.2 38.7 32.3 32.5 36.7 ・　 ・　 ・　 ・　
平均標準報酬月額（万円） 29.2 38.0 41.9 43.1 42.3 37.5 ・　 ・　 ・　 ・　
平均賞与額（万円） 43.3 114.2 58.2 161.1 161.7 126.3 ・　 ・　 ・　 ・　
平均保険料率（％） 10.00 9.22 9.60 7.64 9.45 8.82 ・　 ・　 ・　 ・　
　事業主負担分 5.00 5.01 5.05 3.82 4.73 4.41 ・　 ・　 ・　 ・　
　被保険者負担分 5.00 4.21 4.55 3.82 4.73 4.41 ・　 ・　 ・　 ・　

被保険者一人当たり・
一世帯当たり保険料額（万円）

38.9 50.1 52.9 50.7 55.7 48.5 13.8 34.7 ・　 ・　

加入者一人当たり保険料額（万円） 23.8 28.5 26.2 25.8 29.6 30.7 8.9 18.0 7.2 ・　
給付費計 63,287 40,849 218 2,688 8,570 1,514 86,850 4,519 156,865 365,359
 １．医療給付計 58,540 37,034 192 2,450 7,088 1,338 86,389 4,318 156,441 353,790
（１）療養の給付等（現物給付） 57,368 35,664 189 2,359 6,787 1,266 84,308 4,212 153,135 345,287
　　 診療費計 46,220 28,513 154 1,884 5,458 1,012 － － 120,494 －
　　　 入院 18,194 9,990 72 658 1,920 347 － － 71,624 －
　　　 入院外 22,252 14,498 65 969 2,814 529 － － 43,149 －
　　　 歯科 5,774 4,025 16 258 724 137 － － 5,721 －
　　 調剤 10,781 6,948 34 460 1,289 246 － － 24,413 －
　　 入院時食事・生活療養 191 93 1 6 19 3 1,032 15 2,048 3,408
　　 訪問看護 176 111 1 9 21 4 － － 1,021 －
　　 高額療養費（現物給付） － － － － － － 9,641 337 5,159 －
（２）療養費等（現金給付） 1,172 1,369 3 91 302 73 2,081 106 3,305 8,503
　　 療養費等 828 401 2 27 86 18 838 58 1,689 3,947
　　　 補装具（再掲） 65 44 0 3 － 2 76 5 151 －
　　　 柔道整復（再掲） 655 314 1 20 － 14 577 48 713 －
　　　 はり・きゅう（再掲） 36 8 0 1 － 1 56 2 258 －
　　　 あんま・マッサージ（再掲） 14 5 0 0 － 0 71 1 551 －
　　 高額療養費 345 352 1 21 64 17 1,243 48 1,616 3,706
　　 付加給付 ・　 616 ・　 44 151 38 ・　 ・　 ・　 850
 ２．その他の給付 4,747 3,815 26 238 1,481 175 461 201 424 11,569

※保険給付状況はすべて億円単位

（注１）「保険者数」、「被保険者数」、「被扶養者数」、「扶養率」及び「平均標準報酬月額」は年度末時点の数字である。

（注２）「被保険者平均年齢」及び「加入者平均年齢」は９月末時点の数字である。

（注３）「平均賞与額」は年度中の賞与の総額を年度平均被保険者数で除したものである。

（注４）「平均保険料率」は各保険者の保険料率を単純平均したものであり、介護分は含まない。　

（注５）「被保険者一人当たり ・一世帯当たり保険料額」は、被用者保険については被保険者一人当たり保険料収入額、国保については一世帯当たりの保険料調定額である。また、各制度とも介護分は含まない。

（注６）「加入者一人当たり保険料額」は、被用者保険については加入者一人当たりの保険料収入額、国保及び後期高齢者医療制度については加入者一人当たり保険料調定額である。また、各制度とも介護分は含まない。

（注７）「保険給付状況」は各制度の事業状況報告から当該年度の給付として審査決定した給付額を集計したものである。

（注８）「入院時食事・生活療養」の差額支給分及び移送費は「療養費等」に含まれる。

（注９）高額介護合算療養費は「（２）療養費等（現金給付）」の「高額療養費」に含まれる。

（注10）協会けんぽの「被保険者数」、「被扶養者数」、「扶養率」及び「保険給付状況」には、健康保険法第３条第２項被保険者の適用分も含まれる。

（注11）健康保険、船員保険及び共済組合の高額療養費の現物給付分は診療費（入院、入院外及び歯科）に含まれる。

（注12）船員保険の「被保険者一人当たり保険料額」、「加入者一人当たり保険料額」及び「その他の給付」には職務上の給付及び災害保健福祉に係る給付は含まれない。

（注13）国保の「その他の給付」には医療給付に充てられた分も一部含まれる。
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（２）令和２年度　－速報－

後期高齢者
協会けんぽ 組合健保 国共済 地共済 私学共済 市町村国保 国保組合 医療制度

保険者数 1 1,388 1 20 64 1 1,716 161 47 3,399
被保険者数（万人） 2,489 1,642 6 109 302 60 2,619 271 1,806 9,305
被扶養者数（万人） 1,542 1,226 6 103 258 35 ・　 ・　 ・　 3,171
　扶養率 0.62 0.75 1.00 0.94 0.86 0.57 ・　 ・　 ・　 ・　
被保険者平均年齢 45.8 43.1 46.9 41.7 42.5 43.2 54.0 40.1 82.7 ・　
加入者平均年齢 38.4 35.5 38.7 32.5 32.6 36.8 ・　 ・　 ・　 ・　
平均標準報酬月額（万円） 29.0 37.4 42.2 42.4 41.0 37.3 ・　 ・　 ・　 ・　
平均賞与額（万円） 41.6 109.4 55.7 158.7 156.2 124.3 ・　 ・　 ・　 ・　
平均保険料率（％） 10.00 9.21 9.60 7.61 9.51 8.82 ・　 ・　 ・　 ・　
　事業主負担分 5.00 5.01 5.05 3.80 4.75 4.41 ・　 ・　 ・　 ・　
　被保険者負担分 5.00 4.21 4.55 3.80 4.75 4.41 ・　 ・　 ・　 ・　

被保険者一人当たり・
一世帯当たり保険料額（万円）

38.0 49.5 52.0 49.9 54.9 48.6 13.6 34.2 ・　 ・　

加入者一人当たり保険料額（万円） 23.5 28.4 26.0 25.7 29.5 31.1 8.9 17.9 7.6 ・　
給付費計 62,057 39,143 209 2,569 8,351 1,474 83,494 4,325 152,721 354,344
 １．医療給付計 57,040 35,241 183 2,304 6,812 1,291 83,068 4,129 152,293 342,363
（１）療養の給付等（現物給付） 55,870 33,938 180 2,217 6,521 1,220 81,103 4,030 149,284 334,363
　　 診療費計 44,868 27,040 146 1,767 5,235 972 － － 116,981 －
　　　 入院 17,666 9,453 70 623 1,849 334 － － 69,948 －
　　　 入院外 21,306 13,539 60 885 2,628 500 － － 41,591 －
　　　 歯科 5,896 4,048 16 258 758 139 － － 5,442 －
　　 調剤 10,612 6,680 33 435 1,244 240 － － 23,844 －
　　 入院時食事・生活療養 179 85 1 6 17 3 992 14 1,979 3,275
　　 訪問看護 211 134 1 10 24 4 － － 1,218 －
　　 高額療養費（現物給付） － － － － － － 9,544 336 5,262 －
（２）療養費等（現金給付） 1,170 1,303 3 87 291 72 1,965 99 3,010 8,000
　　 療養費等 804 366 2 24 81 17 742 53 1,445 3,532
　　　 補装具（再掲） 67 40 0 3 － 1 70 5 143 －
　　　 柔道整復（再掲） 625 284 1 18 － 14 494 43 597 －
　　　 はり・きゅう（再掲） 40 7 0 1 － 1 55 2 236 －
　　　 あんま・マッサージ（再掲） 16 5 0 0 － 0 66 1 451 －
　　 高額療養費 366 354 1 21 64 18 1,223 46 1,565 3,658
　　 付加給付 ・　 584 ・　 42 146 37 ・　 ・　 ・　 809
 ２．その他の給付 5,017 3,902 26 265 1,540 183 425 196 428 11,981

※保険給付状況はすべて億円単位

（注１）速報値であるため、数値は変わり得る。

（注２）「保険者数」、「被保険者数」、「被扶養者数」、「扶養率」及び「平均標準報酬月額」は年度末時点の数字である。

（注３）「被保険者平均年齢」及び「加入者平均年齢」は９月末時点の数字である。

（注４）「平均賞与額」は年度中の賞与の総額を年度平均被保険者数で除したものである。

（注５）「平均保険料率」は各保険者の保険料率を単純平均したものであり、介護分は含まない。

（注６）「被保険者一人当たり ・一世帯当たり保険料額」は、被用者保険については被保険者一人当たり保険料収入額、国保については一世帯当たりの保険料調定額である。また、各制度とも介護分は含まない。

（注７）「加入者一人当たり保険料額」は、被用者保険については加入者一人当たりの保険料収入額、国保及び後期高齢者医療制度については加入者一人当たり保険料調定額である。また、各制度とも介護分は含まない。

（注８）「保険給付状況」は各制度の事業状況報告から当該年度の給付として審査決定した給付額を集計したものである。

（注９）「入院時食事・生活療養」の差額支給分及び移送費は「療養費等」に含まれる。

（注10）高額介護合算療養費は「（２）療養費等（現金給付）」の「高額療養費」に含まれる。

（注11）協会けんぽの「被保険者数」、「被扶養者数」、「扶養率」及び「保険給付状況」には、健康保険法第３条第２項被保険者の適用分も含まれる。

（注12）健康保険、船員保険及び共済組合の高額療養費の現物給付分は診療費（入院、入院外及び歯科）に含まれる。

（注13）船員保険の「被保険者一人当たり保険料額」、「加入者一人当たり保険料額」及び「その他の給付」には職務上の給付及び災害保健福祉に係る給付は含まれない。

（注14）国保の「その他の給付」には医療給付に充てられた分も一部含まれる。

合計

適
用
状
況

保
険
給
付
状
況

健康保険
船員保険

共済組合 国保

 ４



３．土地及び直営保養所・保健会館に関する調査結果

（１）土地の状況

施設の種類別土地の状況（2020年度末）

土地箇所数
面　 積
(千㎡)

帳簿価額
(億円)

土地箇所数
面　 積
(千㎡)

帳簿価額
(億円)

1 病 院 ・ 診 療 所 14 123 252 61 333 236
2 老 人 保 健 施 設 5 15 6 0 0 0
3 直 営 保 養 所 282 1,669 373 11 82 14
4 体育館・体育施設 76 1,079 221 8 90 6
5 保 健 会 館 112 98 503 2 34 4
6 施 設 な し 112 393 47 7 24 5

601 3,376 1,401 89 563 265
（注）土地を所有している健康保険組合は322組合、共済組合は17組合である。

（２）直営保養所・保健会館の状況

直営保養所・保健会館の状況（2020年度末）

延べ面積
(千㎡)

帳簿価額
(億円)

延べ面積
(千㎡)

帳簿価額
(億円)

1 直 営 保 養 所 261 407 593 11 32 28
2 保 健 会 館 158 327 323 6 54 88

419 733 916 17 86 116
（注）保養所等を所有している健康保険組合は265組合、共済組合は12組合である。

建 物 の 状 況

合　　計

施 設 の 種 類

健　康　保　険　組　合 共　　済　　組　　合

合　　計

施設の種類

健　康　保　険　組　合 共　　済　　組　　合

施設箇所数

建 物 の 状 況

施設箇所数
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今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増減数 今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増 減 数

1 病 院 ・ 診 療 所 14 14 0 123 123 0 252 252 0 61 62 1▲  333 335 2▲   236 238 2▲   

2 老 人 保 健 施 設 5 5 0 15 15 0 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 直 営 保 養 所 282 304 22▲    1,669 1,765 96▲   373 371 2 11 11 0 82 82 0 14 14 1▲   

4 体育館・体育施設 76 82 6▲    1,079 1,150 71▲   221 232 12▲   8 9 1▲  90 97 8▲   6 6 0▲   

5 保 健 会 館 112 114 2▲    98 102 5▲   503 526 23▲   2 2 0 34 34 0 4 4 0

6 施 設 な し 112 112 0 393 400 7▲   47 52 5▲   7 7 0 24 37 13▲   5 4 1

601 631 30▲    3,376 3,555 179▲  1,401 1,439 38▲   89 91 2▲  563 585 22▲   265 267 2▲   

（注）土地を所有している健康保険組合は322組合(前回342組合)、共済組合は17組合（前回17組合）である。

今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増減数 今 回 前 回 増 減 数 今 回 前 回 増 減 数

1 直 営 保 養 所 261 284 23▲    407 445 39▲   593 706 114▲  11 13 2▲  32 36 4▲   28 29 1▲   

2 保 健 会 館 158 159 1▲    327 323 4 323 341 17▲   6 6 0 54 54 0 88 104 15▲   

419 443 24▲    733 768 35▲   916 1,047 131▲  17 19 2▲  86 90 4▲   116 133 17▲   

（注）保養所等を所有している健康保険組合は265組合（前回279組合）、共済組合は12組合（前回14組合）である。

なお、土地及び直営保養所・保健会館に関する調査結果についての詳細な統計表は、政府統計の総合窓口（e-Stat）（URL:https://www.e-stat.go.jp）にて公表。

共　　済　　組　　合

土 地 箇 所 数 面　 積　(千㎡) 帳 簿 価 額 (億円) 土 地 箇 所 数

参考．土地及び直営保養所・保健会館に関する調査結果　対前回比較

（参考１）土地の状況

施設の種類別土地の状況（2020年度末(今回)と2018年度末(前回)の比較）

施 設 の 種 類

健　康　保　険　組　合

面　 積　(千㎡) 帳 簿 価 額 (億円)

合　　計

（参考２）直営保養所・保健会館の状況

直営保養所・保健会館の状況（2020年度末(今回)と2018年度末(前回)の比較）

合　　計

施 設 箇 所 数
建  物  の  状  況

延 べ 面 積 (千㎡) 帳 簿 価 額 (億円) 延 べ 面 積 (千㎡) 帳 簿 価 額 (億円)
施 設 の 種 類

健　康　保　険　組　合 共　　済　　組　　合

施 設 箇 所 数
建  物  の  状  況
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